（別紙様式１)


令和　　年　　月　　日
　　 

兵庫県阪神北県民局長　様
　（阪神農林振興事務所）

住所　　　　　　　　　　　　　　　
事業実施主体　　　　　　　　　　　
℡　　　　　　　　　　　　　　　　
✉ 　　　　　 　　　　　　　　　　


令和８年度持続可能なまちの農業取組支援事業提案について


令和８年度持続可能なまちの農業取組支援事業実施要領第５の1に基づき、別紙のとおり提案します。


別紙

令和８年度持続可能なまちの農業取組支援事業提案書

	市 町 名
	地域名
	事業主体名
	所在地（生産地）
	実施年度

	
	
	
	
	



１　事業実施について
（１）導入の目的



（２）事業主体の経営概要（事業導入の前年度実績）
	経 営 耕 地 面 積
	市街化（調整）区域(a)
	農振農用地面積(a)
	備考

	
	
	うち
生産緑地(a)
	
	

	合計(a)
	田(a)
	畑(a)
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	



	区 分
（露地・施設）
○で囲む
	品　目
	延べ作付
面積(a)
	出荷量※
（t/年）
	出荷先名
	兵庫県認証食品
取得の有無

	施設・露地
	
	
	
	
	有　・　無

	
	
	
	
	
	

	施設・露地
	
	
	
	
	有　・　無

	
	
	
	
	
	

	施設・露地
	
	
	
	
	有　・　無

	
	
	
	
	
	

	施設・露地
	
	
	
	
	有　・　無

	
	
	
	
	
	

	

	計
	露地　　a
施設　　a
	延べ出荷量
t
	
	


　　　※出荷量(t/年)は、必要に応じて出荷額(円/年)に置き換えることができる。

２　事業申請区分（複数選択可）（該当するものに☑を付ける）
　□　軒先販売等支援（□軒先販売等活動、□防犯対策）
　□　環境に配慮した生産支援（□環境に配慮した生産活動、□継承施設の修繕）

３　事業計画
（１）軒先販売等支援
ア　直売所名
	名称
	所在地
	代表者職・氏名
	設立年月日

	
	
	
	


イ　直売活動の体制等
	


　※生産、出荷、販売体制について記載すること。

ウ　直売活動計画
	
	月別活動計画

	
	4
月
	5
月
	6
月
	7
月
	8
月
	9
月
	10
月
	11
月
	12
月
	1
月
	2
月
	3
月

	活動
日数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



オ　導入機器・施設とその理由及び予想される効果
	導入機器・施設内容
	導入理由・予想される効果

	
	（導入理由）




（導入効果）







カ　防犯対策
（ア）設置内容等
	設置内容
	設置箇所※１
	防犯対象※２

	
	
	


※１上記直売所と同じであれば記載不要
※２ほ場の場合は、対象作物名等を記入すること
（イ）設置理由及び予想される効果
	設置理由
	効果

	
	



（２）環境に配慮した生産支援
　ア　環境負荷低減技術の導入状況及び計画
	区分※１
(いずれかに〇)
	品目
	施用時期
（月旬）
	導入
技術名※２
	使用資材及び機器

	既・新
	
	
	
	

	既・新
	
	
	
	

	既・新
	
	
	
	

	既・新
	
	
	
	


※１　既：既に取り組んでいる技術　新：今後新規に取り組む技術
※２　導入技術名は次の選択技術名から記載すること。
肥料等：①堆肥等有機質資材投入技術、②緑肥作物利用技術、③その他技術
防　除：①機械除草技術、②除草用動物利用技術、③ﾏﾙﾁ栽培技術、④抵抗性品種活用技術、⑤ｹｲ酸利用技術、⑥光利用による虫害防除技術、⑦被覆栽培技術、⑧生物農薬等利用技術、⑨熱消毒技術、⑩対抗植物・おとり植物利用技術、 ⑪フェロモン剤利用技術、⑫土壌還元技術、⑬その他技術
　
イ　導入施設・機器とその理由及び予想される効果
	導入施設・機器内容
	導入理由・予想される効果

	
	（導入理由）




（導入効果）







　ウ　第三者継承等により取得する施設及び修繕内容
	取得先及び施設
	修繕内容

	（取得先）



（取得施設）



	









　　※取得した施設が譲渡によるものであることが分かる資料を添付すること

４　整備内容
	施設設置又は
保管場所
	整備内容
(規格能力等)
	事業量
	単価
	事業費
（円）
	備考

	
	
	
	
	
	

	



	
	
	
	
	着工予定年月日

完了予定年月日

	計
	
	



５　生産及び販売計画
	
	品目
	延べ作付面積(a)
	出荷量※
(t/年)
	出荷先名

	事業実施前年度（　　）年度
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	事業実施年度
(  　)年度
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	３年後の目標
(  　)年度
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　※「３年後の目標」は事業実施年度を含め３年後の目標を記載すること。
  ※出荷量(t/年)は、必要に応じて出荷額(円/年)に置き換えることができる。

６　事業実施時期	着手予定日　令和　　年　  月　  日
	完了予定日　令和　　年    月　　日


【添付資料】
1 施設・機器等の規模決定の根拠 
2 設計書又は見積書（カタログ等を含む）
3 事業費の裏付けとなる書類(見積書)
4 事業箇所の位置図、平面図（経営ほ場と設置場所を明示すること）
5 事業実施主体の規約、定款等組織の概要が分かる書類（事業実施主体が任意の団体の場合）
6 ３戸以上の農林漁業者等が構成員であることを示す名簿（農林漁業者等が３戸以上で組織する団体が事業実施主体の場合のみ）
7 生産管理状況がわかる書類（栽培日誌、栽培履歴等。JAS有機認証でも可）（環境に配慮した生産支援に取り組む場合のみ）
8 第三者継承等により取得した施設であることが分かる資料（第三者継承等により取得した施設を修繕する場合のみ）



（別紙様式第２号）
情報提供同意書
年　月　日
兵庫県阪神北県民局長　様

住所　　　　　　　　　　　　　　　
事業実施主体　　　　　　　　　　  
℡　　　　　　　　　　　　　　　　
✉ 　　　　　 　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　

下記の情報を兵庫県農業共済組合へ提供すること及び兵庫県農業共済組合が当該情報を農業保険（農業経営収入保険及び農業共済）の加入推進に利用することに同意します。

記
	個人・団体の別
※該当するものに○
	個人　・　法人　・　法人以外の団体

	氏名、団体名称、
団体代表者の氏名
	上記のとおり

	住所
	上記のとおり

	電話番号
	

	生産・販売品目
	　

	所得税（法人税）
の確定申告の状況
	青色申告 ・ 白色申告 ・ 申告していない ・ 不明

	本事業により取り組む内容・整備予定の財産の仕様等
	










（別紙様式３）　　　　　　　　　　　　意　見　書
市町名　         
事業名	［令和８年度持続可能なまちの農業取組支援事業］
応募者名	［　　　　　　　 　     　］
地域名	［　　　　市町　    地区　］
事業内容	［□軒先販売等活動、□防犯対策、□環境に配慮した生産活動、□継承施設の修繕）］
事業費（うち補助金額）［                 円（              円）］
	項　目
	基　　　　準
	該当欄に○
	該当項目について数値等により具体的に記述

	都市農業の活性化
	導入施設の設置場所はどこか
	市街化区域内農地（生産緑地）
	
	

	
	
	市街化調整区域内農地
	
	

	担い手
	事業主体は認定農業者等※又は認定新規就農者か

※経営改善に向けた取組が分かること
	認定農業者又は青年クラブ等会員
	
	

	
	
	認定新規就農者
	
	

	
	
	上記以外
	
	

	施設等の導入
	事業主体は、施設等の導入が初めてか、同種の物があり規模拡大等のために導入するのか
	新規の導入
	
	

	
	
	規模拡大・施設の充実
（同種の施設がある）
	
	

	
	
	上記以外
	
	

	生産品目又は生産量の拡大
	整備をきっかけに、新たな品目の生産もしくは生産量の拡大計画があるか
	新たな品目の生産
	
	

	
	
	生産量の拡大
	
	

	
	
	上記以外
	
	

	都市農業理解促進
	営農の取組への理解を図るために近隣住民等との積極的な交流機会等を設けているか
	実施している
（具体な取組を記載）
	
	具体な取組に〇を記載（複数可）
（　）援農ボランティア受入
（　）体験イベント開催
（　）学校給食への食材提供
（　）防災農地としての登録
（　）独自直売所の運営

	
	
	特にしていない
	
	

	兵庫県認証食品
	兵庫県認証食品（ひょうご安心ブランド、推奨ブランド）を取得しているか
	既に取得している
	
	

	
	
	今後取得する予定である
	
	

	
	
	取得する予定はない
	
	

	環境に配慮した制度への取組
	環境に配慮した営農活動ができているか
	配慮している
（具体な取組を記載）
	
	具体な取組に〇を記載（複数可）
（　）有機農業に準ずる農法
（　）特別栽培
（　）みどり認定
（　）ＩＰＭ技術等

	
	
	特になし
	
	

	農薬の使用の近隣配慮
	農薬の散布にあたり近隣住民へ配慮（事前周知、散布時間等）しているか
	配慮している
（事前周知等）
	
	

	
	
	配慮する必要がない
	
	

	事業主体の資質
	事業実施に係る市町の総合意見（具体的に記述ください）　
	（具体的に記述ください）

	市町行政
との関係
	事業実施に係る市町の総合意見（具体的に記述ください）　
	



（別紙様式４）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和     年　　月　　日　


　 兵庫県阪神北県民局長　様
　（阪神農林振興事務所）


住所　　　　　　　　　　　　　　　
事業実施主体　　　　　　　　　　  
℡　　　　　　　　　　　　　　　　
✉ 　　　　　　　　　　　　　　　 

令和８年度持続可能なまちの農業取組支援事業実施計画の承認申請
について


令和８年度持続可能なまちの農業取組支援事業実施要領第６の１の規定により、別添の実施計画書のとおり申請します。


令和８年度持続可能なまちの農業取組支援事業実施計画書

	市 町 名
	地域名
	事業主体名
	所在地（生産地）
	実施年度

	
	
	
	
	



１　事業実施について
（１）導入の目的




（２）事業主体の経営概要（事業導入の前年度実績）
	経 営 耕 地 面 積
	市街化（調整）区域(a)
	農振農用地面積(a)
	備考

	
	
	うち
生産緑地(a)
	
	

	合計(a)
	田(a)
	畑(a)
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	



	区 分
（露地・施設）
○で囲む
	品　目
	延べ作付
面積(a)
	出荷量※
（t/年）
	出荷先名
	兵庫県認証食品
取得の有無

	施設・露地
	
	
	
	
	有　・　無

	
	
	
	
	
	

	施設・露地
	
	
	
	
	有　・　無

	
	
	
	
	
	

	施設・露地
	
	
	
	
	有　・　無

	
	
	
	
	
	

	施設・露地
	
	
	
	
	有　・　無

	
	
	
	
	
	

	

	計
	露地　　a
施設　　a
	延べ出荷量
t
	
	


　　　※出荷量(t/年)は、必要に応じて出荷額(円/年)に置き換えることができる。

２　事業申請区分（複数選択可）（該当するものに☑を付ける）
□　軒先販売等支援（□軒先販売等活動、□防犯対策）
　□　環境に配慮した生産支援（□環境に配慮した生産活動、□継承施設の修繕）

３　事業計画
（１）軒先販売等支援
ア　直売所名
	名称
	所在地
	代表者職・氏名
	設立年月日

	
	
	
	


イ　直売活動の体制等
	


　※生産、出荷、販売体制について記載すること。

ウ　直売活動計画
	
	月別活動計画

	
	4
月
	5
月
	4
月
	7
月
	4
月
	9
月
	4
月
	11
月
	4
月
	1
月
	4
月
	3
月

	活動
日数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



エ　導入機械・設備とその理由及び予想される効果
	導入機器・施設内容
	導入理由・予想される効果

	
	（導入理由）




（導入効果）







オ　防犯対策
（ア）設置内容等
	設置内容
	設置箇所※１
	防犯対象※２

	
	
	


※１上記直売所と同じであれば記載不要
※２ほ場の場合は、対象作物名等を記入すること
（イ）設置理由及び予想される効果
	設置理由
	効果

	
	



（２）環境に配慮した生産支援
　ア　環境負荷低減技術の導入状況及び計画
	区分※１
(いずれかに〇)
	品目
	施用時期
（月旬）
	導入
技術名※２
	使用資材及び機器

	既・新
	
	
	
	

	既・新
	
	
	
	

	既・新
	
	
	
	

	既・新
	
	
	
	


※１　既：既に取り組んでいる技術　新：今後新規に取り組む技術
※２　導入技術名は次の選択技術名から記載すること。
肥料等：①堆肥等有機質資材投入技術、②緑肥作物利用技術、③その他技術
防　除：①機械除草技術、②除草用動物利用技術、③ﾏﾙﾁ栽培技術、④抵抗性品種活用技術、⑤ｹｲ酸利用技術、⑥光利用による虫害防除技術、⑦被覆栽培技術、⑧生物農薬等利用技術、⑨熱消毒技術、⑩対抗植物・おとり植物利用技術、 ⑪フェロモン剤利用技術、⑫土壌還元技術、⑬その他技術
　
イ　導入施設・機器とその理由及び予想される効果
	導入施設・機器内容
	導入理由・予想される効果

	
	（導入理由）




（導入効果）







　ウ　第三者継承等により取得する施設及び修繕内容
	取得先及び施設
	修繕内容

	（取得先）



（取得施設）



	









　　※取得した施設が譲渡によるものであることが分かる資料を添付すること

４　整備内容
	施設設置又は
保管場所
	整備内容
(規格能力等)
	事業量
	単価
	事業費
（円）
	備考

	
	
	
	
	
	

	




	
	
	
	
	着工予定年月日

完了予定年月日

	計
	
	



５　生産及び販売計画
	
	品目
	延べ作付面積(a)
	出荷量※
(t/年)
	出荷先名

	事業実施前年度（　　）年度
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	事業実施年度
(  　)年度
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	３年後の目標
(  　)年度
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　※「３年後の目標」は事業実施年度を含め３年後の目標を記載すること。
  ※出荷量(t/年)は、必要に応じて出荷額(円/年)に置き換えることができる。

６　事業実施時期	着手予定日　令和　　年　  月　  日
	完了予定日　令和　　年    月　　日


【添付資料】
1 施設・機器等の規模決定の根拠 
2 設計書又は見積書（カタログ等を含む）
3 事業費の裏付けとなる書類(見積書)
4 事業箇所の位置図、平面図（経営ほ場と設置場所を明示すること）
5 事業実施主体の規約、定款等組織の概要が分かる書類（事業実施主体が任意の団体の場合）
6 ３戸以上の農林漁業者等が構成員であることを示す名簿（農林漁業者等が３戸以上で組織する団体が事業実施主体の場合のみ）
7 生産管理状況がわかる書類（栽培日誌、栽培履歴等。JAS有機認証でも可）（環境に配慮した生産支援に取り組む場合のみ）
8 第三者継承等により取得した施設であることが分かる資料（第三者継承等により取得した施設を修繕する場合のみ）


（別紙様式５）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　神北（阪農）第　　　番
令和　　年　　月　　日


　事業実施主体　　様


兵庫県阪神北県民局長
（阪神農林振興事務所）


令和８年度持続可能なまちの農業取組支援事業計画の承認について


　令和  　年　月　日付けで提出のあった実施計画については、令和８年度持続可能なまちの農業取組支援事業実施要領第６の２の規定により承認します。



（別紙様式６）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日


兵庫県阪神北県民局長　様　
（阪神農林振興事務所）

住所　　　　　　　　　　　　　　　
事業実施主体　　　　　　　　　　  
℡　　　　　　　　　　　　　　　　
✉ 　　　　　　　　　　　　　　　 
　

令和８年度持続可能なまちの農業取組支援事業実施状況報告書（　　　年度）の提出について


　令和８年度持続可能なまちの農業取組支援事業実施要領第８の２の規定により、別添の実施状況報告書のとおり報告します。


令和８年度持続可能なまちの農業取組支援事業実施状況報告書（　　　年度）

	市 町 名
	地域名
	事業主体名
	所在地（生産地）
	実施年度

	
	
	
	
	



１　事業実施区分（該当するものに☑を付ける）
□　軒先販売等支援（□軒先販売等活動、□防犯対策）
　□　環境に配慮した生産支援（□環境に配慮した生産活動、□継承施設の修繕）

２　軒先販売等支援（取り組んだ場合に記載）
（１）軒先販売等活動
ア　直売所名
	名称
	所在地
	代表者職・氏名
	設立年月日

	
	
	
	



イ　直売活動実績
	
	令和（　　）年度　月別活動実績

	
	4
月
	5
月
	6
月
	7
月
	8
月
	9
月
	10
月
	11
月
	12
月
	1
月
	2
月
	3
月

	活動
日数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



ウ　導入機器・設備による効果
	導入機器・施設内容
	導入効果

	
	






（２）防犯対策
ア　設置内容等
	設置内容
	設置箇所※１
	防犯対象※２

	
	
	


※１上記直売所と同じであれば記載不要
※２ほ場の場合は、対象作物名等を記入すること
イ　設置による効果（具体的に記載）
	



３　環境に配慮した生産支援（取り組んだ場合に記載）
（１）環境に配慮した生産活動
　ア　環境負荷低減技術の導入実績
	区分※１
(いずれかに〇)
	品目
	施用時期
（月旬）
	導入
技術名※２
	使用資材及び機器

	既・新
	
	
	
	

	既・新
	
	
	
	

	既・新
	
	
	
	

	既・新
	
	
	
	


※１　既：既に取り組んでいる技術　新：新規に取り組んだ技術
※２　導入技術名は次の選択技術名から記載すること。
肥料等：①堆肥等有機質資材投入技術、②緑肥作物利用技術、③その他技術
防　除：①機械除草技術、②除草用動物利用技術、③ﾏﾙﾁ栽培技術、④抵抗性品種活用技術、⑤ｹｲ酸利用技術、⑥光利用による虫害防除技術、⑦被覆栽培技術、⑧生物農薬等利用技術、⑨熱消毒技術、⑩対抗植物・おとり植物利用技術、 ⑪フェロモン剤利用技術、⑫土壌還元技術、⑬その他技術

イ　導入施設・機器による効果
	導入施設・機器内容
	導入効果

	
	






（２）第三者継承等により取得する施設及び修繕内容
	取得先及び施設
	修繕内容

	（取得先）


（取得施設）


	







　　※取得した施設が譲渡によるものであることが分かる資料を添付すること

４　生産及び販売実績
	
	品目
	延べ作付面積(a)
	出荷量※
(t/年)
	出荷先名

	事業実施前年度（　　）年度
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	事業実施年度
(  　)年度
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	事業実施後
１年目
(  　)年度
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	事業実施後
２年目
(  　)年度
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	事業実施後
３年目
(  　)年度
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	今後の改善点
	
	
	
	


  ※出荷量(t/年)は、必要に応じて出荷額(円/年)に置き換えることができる。



